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諮問第114号の概要
（農林業センサスの変更）
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調査の沿⾰ 1950年（昭和25年）に第１回調査を実施し、以降５年周期で実施（2015年調査は第14回調査）

我が国の農林業・農⼭村の実態を明らかにし、我が国の農林⾏政に係る諸施策及び農林業の推進に必要な資料を得る。また、本調査の結果
を基に「農林業構造統計」（基幹統計）を作成する。

調査の概要

調査の⽬的

１ 農林業センサスの概要（前回）

調査票の種類 報告者数 主な調査事項

①農林業経営体調査票
農林業経営体：約140万4000経営体
（家族経営体：約135万8000経営体、
組織経営体：約４万6000経営体）

世帯の状況、経営耕地⾯積・保有⼭林⾯積、農業・林業労働⼒、
農産物の⽣産状況、家畜の飼養状況、農林産物の販売、農林業作
業の受委託の状況 等

②農⼭村地域調査票
（市区町村⽤） 約1,900市区町村 総⼟地⾯積、森林・林野⾯積 等

③農⼭村地域調査票
（農業集落⽤） 約14万集落 農業集落の⽴地条件、農業集落の概況、農業集落内での活動状

況

結果公表 概要：調査実施年の11⽉末まで 詳細：調査実施翌年の３⽉末以降、順次公表

2015年２⽉１⽇現在調査期⽇

調査組織
【調査⽅法】

① 農林業経営体調査票 【調査員調査⼜はオンライン調査（⼀部）】
農林⽔産省－都道府県－市区町村－調査員－報告者

② 農⼭村地域調査票（市区町村⽤）【郵送調査（オンラインでも可）】
農林⽔産省－地⽅農政局等（地⽅組織）－報告者

③ 農⼭村地域調査票（農業集落⽤）【調査員調査】
農林⽔産省－地⽅農政局等（地⽅組織）－調査員－報告者

１

（※） １ 農林業経営体調査客体候補名簿を⽤いて、すべての農家・林家等を対象に、⼀定の規模基準に該当するかを確認した上で、確定する。
２ 東京都特別区を含む。また、政令指定都市については各⾏政区を調査対象とする。

(※２）

（※１）



２

２ 農林業構造統計の利活⽤状況(1)
⾏政施策上の利⽤

他の統計調査の⺟集団情報としての利⽤

（注）⾷料・農業・農村基本計画の参考資料「農業構造の展望」より抜粋

出典：農林水産省「農林業センサス」（組替集計）、「国勢調査」（調査票情報を
農林水産省で独自に集計）

2025年［すう勢］平成22（2010）年［現状］
農業就業者数の試算

◆ ⾷料・農業・農村基本計画（平成27年３⽉31⽇閣議決定）（注）における農業の構造
展望等の審議の基礎資料として利⽤
（注）⾷料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）に基づき、⾷料・農業・農村に関し、政府が中⻑期的に取り組むべき⽅針を定めたものであり、

情勢変化等を踏まえ、おおむね5年ごとに変更されている。

◆ 農林⽔産省が実施する他の統計調査（農業経営統計調査（基幹統計調査）、農業構造動態
調査（⼀般統計調査）等）の報告者を抽出するための⺟集団情報として活⽤



２ 農林業構造統計の利活⽤状況(2)

出典：農林⽔産省「農林業センサス」

３ 農林業を取り巻く政策ニーズ等の変化

３

（注）「多⾯的機能⽀払交付⾦の中間評価」より抜粋

⾏政施策上の利⽤

◆ 多⾯的機能⽀払等の事業の評価を⾏う際の基礎資料として利⽤

◆ 「⾷料・農業・農村基本計画」、｢森林・林業基本計画｣（平成28年５⽉24⽇閣議決
定）及び 「未来投資戦略2017」（平成29年６⽉９⽇閣議決定）において、農林業
の競争⼒強化の更なる加速が求められているところ。



４

４ 調査計画の変更 － 調査事項の主な変更（１）
◆ 政策ニーズに対応した調査事項の追加＜農林業経営体調査票＞

① 平成31年産から導⼊さ
れる「収⼊保険制度」の
加⼊要件となっている「農
業者の⻘⾊申告」の実施
状況を把握

② 「有機農業の推進に関する基本的な⽅針」
（平成26年４⽉25⽇）(注)における「⽬標
値」(我が国の耕地⾯積に占める有機農業
取組⾯積の割合)の達成状況を把握

（注）有機農業の推進に関する法律（平成18年法律
第112号）に基づき農林⽔産⼤⾂が定めたもの

③ 「未来投資戦略2017」に
おける「推進⽬標」(2025
年までに農業の担い⼿のほ
ぼすべてがデータを活⽤した
農業を実践)の現状を把握



５

４ 調査計画の変更 － 調査事項の主な変更（２）

◆ 農林業を取り巻く環境変化に対応した調査項⽬の充実①＜農林業経営体調査票＞

【2020年調査】（案）【2015年調査】

☆ ⾼齢化等により個⼈経営体が減少し、農業の担い⼿として団体経営体が増加していることを踏まえ、
団体経営体の内部労働⼒の把握を充実



６

４ 調査計画の変更 － 調査事項の主な変更（３）

【団体経営内部の労働力】 【常雇い】

◆ 農林業を取り巻く環境変化に対応した調査項⽬の充実②＜農林業経営体調査票＞

【臨時雇い】

☆ 平成23年に６次産業化・地産地消法（注１）が施⾏され、農業の６次産業化の推進に伴い、農業⽣
産関連事業（注２）への取組など農業経営の多様化が進展していることを踏まえ、労働⼒の把握を充実
（注１） 地域資源を活⽤した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林⽔産物の利⽤促進に関する法律（平成22年法律第67号）
（注２） 「農産物の２次加⼯」、「観光農園」、「農家レストラン」等の農業⽣産に関連した事業をいう。



４ 調査計画の変更 － 調査事項の主な変更（４）

７

◆ 報告者の負担軽減を図る観点から、ニーズの乏しくなった調査事項を削除
＜農林業経営体調査票＞

【農業以外の業種からの資本金・出資金の提供】 【環境への負担を軽減した農作物の栽培の有無】

◆ 報告者の負担軽減を図る観点から、⽴地条件・農業集落の概要等について、⺠間データ
（経路検索）や、国勢調査の⼩地域統計（世帯数）等を活⽤することとして、調査事項
を削除 ＜農⼭村地域調査票（農業集落⽤） ＞

削除

削除



４ 調査計画の変更内容 － 調査⽅法の変更等

８

調査票の種類 2015年調査 2020年調査

①農林業経営体調査票 配布：調査員
回収：調査員⼜はオンライン（⼀部の市町村）

配布：調査員
回収：調査員⼜はオンライン（全⾯）

②農⼭村地域調査票
（市区町村⽤）

配布：郵送（オンラインでも可）
回収：郵送（オンラインでも可）

配布：オンライン（郵送でも可）
回収：オンライン（郵送でも可）

③農⼭村地域調査票
（農業集落⽤）

配布：調査員
回収：調査員

配布：郵送
回収：郵送⼜はオンライン

※郵送⼜はオンラインにより回収できない場合は、
調査員が配布・回収

農林業経営体調査票において、 2015年調査から、⼀部市町村で導⼊したオンライン調査を全国に拡⼤するとともに、
農⼭村地域調査票（農業集落⽤）においてもオンライン調査を新たに導⼊

農⼭村地域調査票（農業集落⽤）について、調査員調査から、⺠間事業者を活⽤した郵送配布、郵送
⼜はオンライン回収を原則に変更し、効率化

◆ オンライン調査の拡充 ＜農林業経営体調査票及び農⼭村地域調査票（農業集落⽤）＞

◆ ⺠間事業者の活⽤ ＜農⼭村地域調査票（農業集落⽤）＞



対応状況：指摘を踏まえた対応等今後の課題

５ 前回答申時の課題への対応状況

農林業センサスの結果と国勢調査の結
果との地域メッシュを介したデータリンケージ
により農業集落機能の維持に必要な分析
に有⽤な統計の作成が可能となるよう、地
域メッシュの電⼦地図への農林業経営体の
位置情報の追加作業について、今後も引
き続き取り組むことが必要

・ 農林業経営体に位置情報を追加して、地域メッシュ統計を作成し、平成30年度にe-Stat
（地図で⾒る統計 jSTAT MAP）において公開予定（国勢調査及び経済センサスの結果と
地域メッシュを介したデータリンケージが可能）

① 国勢調査等の情報の活⽤について

集落営農実態調査（⼀般統計調
査）で得た情報も活⽤しつつ、集落営農
組織の設⽴やそれへの参加農家の増加等
による農業構造の変化を把握・分析するた
めの統計を作成することについて検討するこ
とが必要

・ 平成28年集落営農実態調査から集落営農組織が展開している農業集落を特定。集落
営農の有無別に農⼭村地域調査（農業集落⽤）の抽出集計を⾏い、平成28年集落営
農実態調査報告書において公表
・ 集落営農実態調査結果と農林業経営体調査結果を経営体情報で照合。集落営農に
該当する農業経営体を抽出し、農業経営体結果と⽐較可能な統計を作成し、農林業セン
サス結果としてe-Stat上で公表予定

② 集落営農組織の進展による農業の⽣産構造への影響の把握について

農林業経営体のうち法⼈形態のものに
係る調査結果について、事業所⺟集団
データベースを介して、経済センサス－活動
調査（基幹統計調査）による調査結果
のデータ移送を受けることにより、上記に係
る把握・分析をするための統計の作成に向
けて検討することが必要

・ 平成24年経済センサス－活動調査の調査票情報を⼊⼿の上、2015年農林業センサス
における法⼈経営体と名寄せを⾏った上で、農業参⼊や農業以外の事業の概要について把
握・分析するための集計⽅法等について検討
・ 今後、平成24年経済センサス－活動調査の結果における検討結果を踏まえて、平成28
年経済センサス－活動調査の調査結果と連携した集計を⾏い、結果をe-Stat等において公
表予定

③ 経済センサス-活動調査との連携について

９



◆ 追加・変更される調査事項は、⾏政ニーズや農林業を取り巻く環境変化に適切に対応す
るものとなっているか。
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◆ 調査事項の削除による利活⽤上の⽀障はないか。また、利活⽤にも配慮しつつ、報告者
負担の軽減を図る観点から、更なる⾒直しの余地はないか。

◆ 効率的な調査の実施や、実査を担う地⽅公共団体や調査員の負担軽減を図る観点か
ら、オンライン調査の更なる推進や、⾏政記録情報等の活⽤を図る余地はないか。

◆ 集計の充実及び公表の早期化・充実による利活⽤の向上を図る余地はないか。

６ 想定される主な論点
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